Presentation Notes of the PA Report at the Winter Opinion Exchange between CLAIR, MOFA, MEXT, MIC and AJET. Presented by Erica Nakanishi-Stanis, CIR/PA, Block 4 Rep.

PAシステム報告書　発表　－　中西―スタニス　慧理果CIR・PA　第４ブロック代表
1. 当報告書の目的は多くのJETを支えているPAがどのような問題に直面しているのかを調査し、その問題の解決に向けて検討することです。可能な限り、回答者の意見をそのまま紹介しています。回答者は５３人と、現役PAの４６％でした。その内２２人はALTで、３１人はCIRでした。

報告書では以下の４つのテーマをとりあげています：

１．１年目からPAとして任用されるJET参加者について

２．PAトレーニングの充実

３．PA自身の役割と責任に対する考え方

４．緊急事態におけるPAの役割

[next slide]
2. １年目から任用されるPA
JET参加者の６割以上はPAの役割をJET参加者を支えるサポートネットワークのなかで最も大事な役割だと考えています。JET参加者が利用できるカウンセリングの選択肢の中で最も身近な存在であるとともに、参加者が配属されている地域の特徴を把握し、状況に応じたサポートを提供することができます。
しかし、こういった知識やカウンセリングのノウハウを教わらなければならないPAも多いです。最初から相談担当としての経験を持っている人は少なく、CLAIRが実施する研修などを受けることでPAとしてのスキルを身につけていきます。また、行政的な服務を抱えるPAも多くいます。特に取りまとめ団体に配属されているPAは再任用手続きやALT能力向上研修の実行などを担当しているため、JET参加者としてすでにそのような行事に参加したことのあるPAは一年目から任命されるPAに比べて有利です。そしてJET参加者の間でも新人JET参加者にPAになられたくないという意見もあります。カウンセラーとして頼るべき人物が自分より経験が少なく、あまり状況を把握できていないとなると、PAとはいえ、頼りがたいところもあるでしょう。
このような問題があるため、CLAIRは極力１年目から任命されるPAの数を減らすことに向けて様々な工夫をされてきましたが、データ上２００８年には１１７人中１６人が１年目から任命されたPAだったのに対し、今年２０１１年には１１６人中１２人が１年目に任命されました。傾向として１年目に任命されるPAの数はあまり変わっていませんが、最終的にPAを選ぶのはCLAIRではなく取りまとめ団体であるため、できることに限度もあります。取りまとめ団体配属のPAの多くは国際交流員兼PAであるため、職場によってその人が選ばれた理由はPAとしての能力が期待されるためではなく、日本語力・翻訳能力と言った、CIRとして役に立つスキルが重視されることがあります。しかし、カウンセラーとしてPAを頼ることとなるJET参加者にとってこれは優先ミスになり得る可能性もあります。これは実際にPAが経験したこともあり、「自分が選ばれたのはPAとしてふさわしかったからではなく、任用団体にとってその方が都合が良かったからだった」と言いました。CLAIRやAJETの考えだけで新人PAの数値を変えることは難しくても、できるだけそのPAをサポートすることを今後の課題として取り上げたいと思います。[next slide]
そこで、AJETはいくつかの提案をあげたいと思います。まずはJETプログラムの応募者に選択肢を与えることが大切だと思います。
1. プログラムの応募資料などにPAの役割についての説明を追加し、任命される可能性 があることを説明すべきだと思います。その旨、PAになることにどんなプラス点・マイナス点があるのかを現役のPAの経験をもとに伝えると良いと思います。これは任命された人たちのためだけでなく、一般的なJET参加者のPAの役割に対する意識向上にもつながるでしょう。
2. 応募書類にPAになりたくない人がいれば、その意思を伝えられる欄を設けることを提案します。８７％の新人PAは県庁や市役所などの取りまとめ団体に配属されますが、新人JETの配属先を決めるのはCLAIRであるため、配属先を決める際にCLAIRに直接その意思を伝えることができれば、双方の職務にとって必要なスキルのバランスを配慮した配属が期待できます。調査によると、多くのPAは「選択肢があってもPAになりたいと答えただろう」と言いましたが、選択肢を与えただけで参加者に「自分でこの仕事を選んだ」という意識を持たせることも問題に直面した際に精神的な力となるでしょう。また、PAになりたくない人が強制的にPAに任命されてしまった場合、最も困るのはJET参加者です。
[next slide]
2. PAトレーニングの充実
1. トレーニングはグラフの通り行われています。
2. PA業務は同じ職場内でも異なる場合が多いです。そのため、他のPAに説明を求めてもあまり細かい指示ができない場合もあります。JPAから説明を受ける人もまた少人数です。
3. 前任者からの説明が最も適切ですが、引き継ぎを行う時間が足りないことも多いです。今年からPAになった一人は被災地の取りまとめ団体で勤務しているにもかかわらず、前任者とは一度だけ半日ほど会って引き継ぎを行ったが、その内容のほとんどは災害対策・対応ではなく、日常的な業務の相談だけで終わってしまったと言いました。AJETはこの受け渡しのプロセスをより円滑にするため、いくつかの提案をしたいと思います。[next slide]
1. まずはPA引き継ぎガイドを導入することです。既にJET参加者用の書類はありますが、PAの役割は内容が異なるため、その役割にそったものを作成した方が良いと思います。参考までに、AJETで作成した例文をご覧いただければと思います。Pass out and explain the sections.
2. PA研修会のテーマに日本の教育制度・法律についての基礎知識を学ぶ課題を含めると良いと思います。とくに国際交流員であるPAの多くは来日直後から日本の教育制度について詳しくない人もいるため、基礎知識だけでも身につける機会があった方が良いと思います。
3. PSGによるカウンセリング能力促進研修を実施　―　これはAJETとPSGが既に企画中であり、無料でPAに提供することを目的としています。実施方法はPSGが独自のボランティアのトレーニングを行っている方法と同じで、希望するPAがスカイプを使い、ロールプレイングをもとにPSGの指導を受けるプログラムです。これは特にPA研修会の間の時期にスキルを磨きたいPAにとって便利な機会となるでしょう。
4. そして最後に、PA研修会の日程を変更することを提案したいと思います。２００８年の日程では８月末・1月に研修会が実施されていたものの、取りまとめ団体に新人JETをPAに任命しないことを促すために変更した日程にいくつかの問題があります。現在の日程ではFYA PAは８月の来日後からおよそ２ヶ月が過ぎた時点でやっと研修会に参加できます。時期的にも、JET年度が始まってからのこの２ヶ月は多くの悩み・相談が寄せられる時期であるため、このギャップにかなりの問題がみられます。また、第１研修会が１０月に実施され、２回目が６月になったことで研修会の間の時間が８ヶ月にのびてしまいました。これらの問題をもとに、AJETは２００８年まで使われていた研修日程へ戻ることを提案したいと思います。[next slide]
3. PAの自分の役割と責任に対する考え方　[next slide]

PAとしての役割に関する説明はJETプログラムのウエブサイトやPAハンドブックの中に書かれています。しかし、それぞれのPAの業務内容は異なるため、細かく説明することは難しく、詳しい職務と責任について敢えて書かれていない、慎重な方針をもとに現在の資料は作成されています。[next slide]
PAに自身の服務について聞いたところこの図のとおりの結果を集めました。[next slide]
また、一般的なJET参加者にPAの役割について聞いたところ、下記のような結果が収集されました。[next slide]
簡単に言えば、JET参加者とPAの間でPAの責務が何を重視しているのかについて双方の意見はほぼ一致していますが、比較にすると見えてくる差が問題です。各回答で、必ずPAが多くその責任を担っていると答え、JET参加者は比較的少ない割合で同じ回答を選んでいます。これはPAが担っている責任を重く感じすぎているからなのか、またはJET参加者がPAが担う責任を十分に理解していないからなのかは定かではありませんが、PAの役割はJET参加者にとって重要なものであるため、更なる理解を求めなければならないことは明らかです。回答率の差で特に問題となる点はPAをカウンセラーとしてみていないJET参加者の割合です。PAの第一任務とも言えるカウンセリングをPAの職務だと考えていないJET参加者が３割以上いることは現在の説明が不十分だということを強調しています。JET参加者のためだけでなく、PA自身のためにも役割・責任をさらに明確にする必要があります。その旨、AJETは次の提案をしたいと思います。

１．可能であれば、出発直前オリエンテーションでのサポートシステム、PAについての説明を増やすと良いと思います。震災後のこともあり、今年は特にそういった情報を多めに提供したという話はシカゴの領事館からいただきましたが、ぜひ来年度以降も世界中のオリエンテーションでそういった説明を行っていただきたいと思います。もちろん、オリエンテーションは既に非常に忙しい、情報提供が困難な状況にあることを理解していますが、我々にもできる事があれば全力を尽くします。

２．そしてPAハンドブックの更新に向けてに事例を収集し、活用することをCLAIRに強く求めます。PAの役割について説明をするに最も適しているのはもちろんPA自身です。しかしそのためにはPAももっと詳しいガイドラインや例を必要としています。ケーススタデイを読むことで必ずしも自分が出会った場面の対応方法を細かく判断することは不可能であっても、他のPAの行動を参考にすることは自分がとれるアクションを考える第一歩になると思います。特に、次のような例の補足をお願いしたいと思います。Examples on report page 36. [next slide]
4. 緊急事態におけるPAの役割

explain sections [next slide]
What PAs did immediately after 3/11, go through each option [next slide]
What PAs did in the weeks after 3/11, go through options [next slide]
What PAs felt were obstacles to doing their duties, go through [next slide]
Quotes
1. 緊急時にJET参加者の責任者はPAだと思っているPAは74.4％だったのに対し、JET参加者で同じ意見だった者はたった36.1％でした。この約40％の差は非常事態においての重要な役割が誰の担当であるかが明確でないことを表しているだけでなく、その混乱がJET参加者だけでなくPAの間にもあることを証明しています。
2. 今回の震災で多くのPAは自分の責任だと感じ、CLAIRの資料に書かれている役割を遥かに超えた業務を担いました。その一方、ガイドラインに「安否確認をする必要があると書いていない」と言い、被災地にいたにも関わらずその行動さえ控えたPAもいました。
3. このままではJET参加者のケアは各PAの自分の責務についての個人的な意見と意識の高さに大きく左右されてしまいます。 PAの代わりに任用団体が必ずそのJET参加者を支えるとも限りません。今年の震災後、安否確認をしていく中で、学校や教育委員会からは全く連絡がなく、そのまま放置されていたJET参加者もいました。これは双方の人間関係の問題や、複数の職場を転々とするスケジュールがあるため、他校が確認するだろうという考えなどから発する問題です。また、緊急時にはJETの取りまとめは任用団体が行うものなのか、JETをまとめる取りまとめ団体がやるのか、またはPAの責任なのかが定かではありません。[next slide]
これらの問題をもとに、 AJETは次の提案をしたいと思います:
1. まずは今年の震災中に現役だったPAの経験談を集め、彼らの知識を今後任命されるPAのために活用することです。 特に常時から服務の内にないが、状況に応じて頼まれるかもしれない業務の事例を提供すると良いと思います。ご参考までに、この度の対応でPAが行ったことの例をあげたいと思います。Read list of roles and case studies on p. 40.
2.  また、AJETは３月１１日に現役だったPA数名に経験に基づいた記録を書くよう依頼されたかと伺ったところ、そうでないことを知りました。彼らの知識と経験は他のPAにとって非常に貴重なものです。しかし、JET参加者でもあるPAは最長５年間までの任命であるため、その情報を集めるには期限があります。既に任期を終え、経験を伝えることなく返ってしまったPAもいます。これはPA、そしてJETコミュニティー全体にとって大きな損です。これらの情報を積極的に収集するだけでなく、CLAIRがPA Forumで呼びかけたPAの意見・フィードバックを活用していただくことを求めます。
3. 次に、CLAIRから任用団体・取りまとめ団体にPAと協力することの重要性を促していただければと思います。これは特に災害に備えた対応システムの実施・テストに関してですが、多くの都道府県ではどの団体が安否確認等をするのかが明らかでないため、そういった制度を立ち上げたいPAにとってCLAIRからの指示は大きな後ろ盾となります。具体的にはドリルの実施やJET参加者の連絡先収集などのお願いをする際の協力が必要です。 必ずしも反応があるとは限りませんが、CLAIRからの一言があって損はないと思います。
4. 研修会分科会をさらに効果的にすることを求めます。災害経験のあるPAによるワークショップを提供する他、緊急事態における対策作りの場を設けるとともにPAの仕事の話し合いをせめて少人数のグループにすることでさらに有効にすると良いと思います。
5．最後になりますが、色々なPAとの会話をもとに寄せられた要求がもうひとつあります。それは緊急時にCLAIRのプログラムコーディネーターにPAの精神的なサポートをしてもらいたいことです。数名のPAはJET参加者の支えとなることをする一方、自分自身のサポートがなかったことに困り、さらにストレスを感じたと言いました。元JET参加者であるPCなら彼らを適切に、十分に支えられるのではないでしょうかと思います。
[next slide]
まとめ、しめくくり。
